
成長パターンの産業連関分析

塩野谷

1問　　題

経済成長の観点から産業構造変化のパタ-ンを

実証的に把握する試みは,クラークやクズネッツ

流の接近にせよ,チェネリー流の接近にせよ,産業

構造の基本的な指標として生産面における付加価

値(あるいは労働力)を用いている。そしてこの生

産面にあらわれた構成が経済成長とともにどのよ

うに変化するかが究明されるのであるが,その説

明に当って,需要の所得弾力性という概念によっ

て表わされる需要面の要因に言及がおこなわれる

のがならわしである。すなわち,需要面の特性に

よって生産面の付加価値の構造が規定されるとい

う考え方である。

もちろん,資本・労働・技術・資源にかんする

供給側からの説明を排除している点で,この考え

方は産業構造のパターンを説明するものとして部

分的であるが,需要側からの接近としては基本的

に正しいものを含んでいる。しかし,これまでの

分析にかんするかぎり,この接近はそれ自身けっ

して完全な形でおこなわれていない。

第1に,需要面への言及は事実上最終需要の1

項目である個人消費にかぎられている。生産面を

ひっぼっていく需要面の産業別特性は,個人消費

需要の所得弾力性の値から推測されるにとどまり,

全最終需要について明示的に解明されてはいない。

第2に,かりに全最終需要のパタ-ンが解明さ

れたとしても,これと付加価値パターンとのあい

だにはいくつかの因果的関係が伏在しており,両

者の関係はそれほど直接的ではない。産業連関分

析の論理にしたがえば,最終需要は投入係数を媒

介として総需要を決定し,この総需要は一部は輸

入係数を通じて外国への需要となって漏出し,他

の一部は国内生産を誘発するO　この国内生産は付

加価値率を通じて付加価値を形成する。ケインズ

祐　一

風の表現を使っていえば,最終需要は産業構造を

変化させる一杯の酒であるとしても,コップと唇

とのあいだにはなお若干の誤ちがありうるのであ

る。

この論文は,最終需要の構成が付加価値の構成

を生みだすまでの過程を産業連関分析を用いて国

際比較的に考察する。産業連関分析はいうまでも

なく,中間生産物の交流を通ずる産業相互の依存

関係をとらえる点に特徴をもっているが,それと

同時に産業連関表そのものは生産と支出とのあい

だの総循環を産業別に整理した総合的な経済統計

としての特色をもっている。もちろん,現在産業

連関表は国際的にみて国民所得統計ほどの発展を

みるにいたっておらず,量質ともに不十分ではあ

るが,この2つの特色をもつ産業連関分析を,経済

成長の産業的パターンの究明という方向に利用し,

従来の分析において唾味なままに残されている関

係を浮かび上らせることを試みたい。

産業部門をかなり細かくすることは望ましいけ

れども,この患文では従来の成長パタ-ンの総括

的なフレ-ムワ-クとして用いられている第1次

・第2次・第3次産業の3部門を用いて,包括的

な関係をとらえることにする。

2　最終需要パターンと付加価値パターン

ひとつの産業における最終需要と付加価値との

関係は,全産業問の複灘な木目互依存関係のなかの

1断面にすぎない。一方に率いて,ひとつの産業

に向けられる最終需要はそれ自身の産業において

付加価値を形成するだけでなく,他のすべての産

業においても付加価値を形成する。他方において,

ひとつの産業において形成された付加価値はそれ

自身の産業にたいする最終需要から発生するだけ

ではなく,他のすべての産業にたいする最終需要

からも発生する.このようにひとつの産業におけ
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る最終需要と付加価値との関係は,他の産業と無

交渉に孤立して成立するものではない。

この関係を考察するために次のように産業連

関分析の体系を構成しよう。いま記号をZvi部

門の総需要, Xi一国内生産　Mv　輸入(競争輸入

方式にしたがう). wi,-中間需要, Yi-最終需

要(国産および輸入を含む), vt-付加価値, aげ-

投入係数, mv輸入係数　vf=付加価値率とすれ

ば, i部門の需給均等式は

Zt-Xi+Mi-∑ wtj+ Yi　　(1)
3

となる。投入係数,輸入係数,および付加価値率

を次のように定義しておく。

W{J - aiJZ,

Mi-miXi

Vi-vtXi

したがってi部門の総需要は

zi- ∑atjZj + Yi
J

となり,これを解けば

zi-∑TijYj
3

(2)

となる。ここでaijからなる行列をAとすれば,

逆行列{I-A)~1の要素がnjである。国内生産は

1xi-洋語-f左耳n,-y.
'蝣j*j(3)

となり,付加価値は

vi-ViXi-一芸諾njYj(4)

として求められる。これから明らかなように,付

加価値Viはi部門で生みだされたものであるが,

これを直接・間接に生みだすのに貢献したものは

i部門を含めた全部門の最終需要である。それに

もかかわらず,i部門にたいする最終需要Yiと

i部門の付加価値Viとを直接に対比するために,

(4)式を書き直して

vi-j荒亨rtj-=?Yt-8tYt(5)

としようoViとYiとの関係Oiは,i部門の付

加価値率,i部門の輸入係数,レオンチェフ逆行

列のi部門の行要素,および最終需要のパターン

によって規定される複合物である。

他方,i部門の最終需要によって影響される全

- 305-

部門の付加価値Viは次式によって与えられる。

vi-亨荒rJtYt-foYt　(6)
viとYiとの関係¢iは,全部門の付加価値率,

全部門の輸入係数,およびレオンチュフ逆行列の

i部門の列要素によって規定される。

以上において, i普紺弓の最終需要と2つの付加

価値概念viおよびViとの関係が示されたが,

構成比相互のあいだの関係も考察しておくのが便

利であろう。全部門の最終需要総額Yと付加価値

総額Vとのあいだには,輸入だけの差があるから,

全輸入係数をmとし,

F-(l+m) F

とおき, (s)および(6)式の両辺をVでわれば,そ

れぞれ

若-V是芸亨rij欝-(1十-)Oi苦(7)

‡-(1十-)芋荒r葦(l+-)<pi雷(8)
が成立する。

以上の2つの付加価値の比率

vi孟芋rij岩oi

vz亨荒rij ¢i
(9)

をi部門の付加価値諌離係数と呼ぼう。もしある

産業においてこの係数が1より大(小)であれば,

その産業は他産業にたいして与えるよりも大きい

(小さい)付加価値を他の産業から受取る,すなわ

ち付加価値の受取(支払)超過である。

さて,多くの国について産業連関表から斉合的

に最終需要を求めることは去ゝなり困難である.ま

ず産業連関表のえられる周はそれほど多くはない

し,さらにここでの目的のためには,生産者価椅

表示および競争輸入方式による表が必要である

が,そういう国はいっそう少なくなる。

第1図はそういう要件をみたす11個の産業連関

表から最終需要(国産および輸入を含む)構成比と

付加価値構成此を計算し,両者を対応させたもの

である。産業部門は第1次・第2次・第3次産業

の3つとする。以下では簡単化のために,クズネ
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ッツ流にそれぞれをA・M・S産業と呼ぼうO　図上

の各点と原点とを結んだ直線の勾配(7)は,式にお

ける係数(l+m)Otを表わすことはいうまでもな

い。ここで観察される頭著な事実は,おしなべて

A産業とS産業の(1十m)Otは1より大きく, M

産業のそれはより小さいことである。

第1図　最終需要と付加価値の構成比

・・蝣・A産業, X.-M産業, ○-s産業

U-アメリカ(1947),S--スウェ-デン(1957),N-ノ-ルウェー(1950),

G・・・西ドイツ(1953), I一・蝣イタリー(1950), Is-fスヲエル(1958),

K-韓国　　蝣), h-日本(1951), J2-日本(1955), Js一日本(1959),

J4-日本(1960).

そこでこのような係数の性質がなにに由来する

かをみるために,それを構成している要因を産業

連関表から計算した。これが第1表である。 (1十

to)　は次式のように4つの比率に分解されてい

る。
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まずY/Vしたがって全輸入係数7nはもちろん

国によって相違はあるが,どの産業にも共通に掛

けられる要因であるから,産業別の(l+m)Oiの

相違をもたらすものはOiを構成している他の3

つの比率である。

vi/Xiすなわち付加価値率はM産業においても

っとも低い.これはM産業の加工業的性椿から当

然期待される。

xtlZiすなわち国内生産対総需要の比率あるい

は自給率はS産業においてもっとも高く, 1に近

い。 S産業はほとんど外国貿易の対象とはならな

いから,自給率は1に近い。 A産業と〝産業は貿

易特化の型に応じて,自給率したがって輸入係数

を異にする。

ztlytすなわち総需要対最終需要の比率は1よ

り高いのは当然であるが,その高さはA,M,Sの

順序であり,この差はしばしばきわめて大きい。

かくして, A産業ではZtlY,がもっとも高く,

2-5の値をもち,自給率はM産業なみであるが,

付加価値率もかなり高いので, Oiは1よりかな

り高い値をとる. M産業ではZjYiは約2であ

り,S産業よりは高いが,自給率は低く,さらに決

定的なのは付加価値率の低さである。その結果,

M産業のOiは1よりかなり低くなる。 S産業で

はZjYiは1より若干高い程度であるが,自給率

はきわめて高く,また付加価値率もきわめて高い。

第1表　最終需要構成比と付加価値構成比とのギャップの構成因



October 1965 成長パターンの産業連関分析

そのためOiは1ないし1より若干高くなる。

Oiの大きさがA>S≧1>Mであるというこ

とには論理上の必然性はないが,総需要・最終需

要此率,輸入係数,付加価値率の経験的な値から

そのような関係がかなり一般的に成立しているこ

とが知られるのである。これらのOiに共通に(1

+m)が掛けられて,最終需要構成比と付加価値構

成比とのあいだのギャップの此率となる。 (1+to)

Oiについては, A>S>1>Mが成立する。

Oiを構成している3つの比率のうち,付加価

値率および輸入係数は周知の概念であり,各産業

に特有の値をとることも知られている。しかし,

総需要対最終需要比率Zilytというのはなんであ

ろうか(1)式において

∑ Wij
]

Zi

-Wt

とすれば　ZilYi-l!(l-wi)であり, wiと同種類

の概念である。・wiは総需要に占める中間財販売

の比率である。チェネリ← ・渡部両氏はwi(した

がってZi Yt)の大きい産業を中間財産業, wiの

小さい産業を最終財産業としているが,1)しかし

このような識別は最終需要の構成から独立に生産

技術的要因のみにもとづいて成立するものではな

い。上述において明らかなように,実はZtlyi-

∑njYjlYtであるから,中間財販売比率は全産業
j

の投入係数および最終需要の相対的パタ-ンに依

存している。かりに投入係数が固定していたとし

ても,最終需要パタ-ンの変化によってwiは大

きく変化するO　したがって, wiは国々のあいだ

で相違をもつ。 wiをあたかも技術要因のみによ

って決まるかのように考え,それを基礎にして国

際的に固定した生産部門の分類をおこなうことは

厳密さを欠くように思われる。

次に,ある産業の最終需要1単位が全産業にお

いて生みだす付加価値¢iの値は第2表に計算さ

れている。産業別にいくらかの木目達はあるがOi

ほどの大きな相違はない。したがって産業別のOi

1) H. B. Chenery and T. Watanabe, "Inter-

national Comparisons of the Structure of Produc-

tion, Econometrica, Oct. 1958.
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に大きな相違があり, <piにそれほど大きな相違が

ないとすれば,当然両者のあいだの此率(付加価

値布離係数)にOiの相違に対応した大きな木目遠の

あることが想像されよう。

第2図は通常に概念される付加価値構成此

第2表　最終需要1単位が生みだす付加価値(¢i)

第2図　2つの付加価値構成比

⑳・・A産業, × ・M産業, ○-S産業,
U・ ・アメリカ(1947),C-カナダ(1949),NZ--ニュ-ジーランド(1955),

F・・フィンランド(1956),B--ベルギー(1953),UK-イギリス(1594),

Ne・・オランダ(1956),D-デンマ-ク(1949),N-ノ-ルウェー(1950),

G...西ドイツ(1953), Is-.イスラエル(1958), Cy-キプロス(1957),

M- ・マノレタ(1960), SA一再ア7 1)カ(1957), Sp-スペイン(1954),

T・ ・チュニジア(1957), K一躍国(1958), Ji-日本(1951), J2--H本(195

5 , Js一日本(1959)

Vt V　と, i産業の最終需要によって影響された

付力両面値の構成比vllvとを対此したものであ

る。この場合には,最終需要(国産および輸入を

含む)との比較は必要でないので,非競争輸入方

式をとっている産業連関表も利用することができ

る。競争輸入方式では国産および輸入への最終需

要から出発し,非競争輸入方式では国産への最終

需要から出発するが,いずれの方式も最終需要が
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国内においてどれだけの付加価値を生みだすかを

求めることができるからである。

第2図においてA産業とS産業は大体450線

の上方にあり, 〟産業は下方にある。すなわち,

付力河酎直韓離係数OtwtはAおよびS産業におい

て1より大であり, 〟産業では1より小さい。』

およびS産業は付加価値の受取超過であり, M産

業は逆に支払超過である。

3　付加価値の産業別波及

それでは一体ある産業の付加価値Viはどの

産業からどのような規模で影響されるのであろう

か。またある産業がびき起こす付加価値はどの

産業にたいしどのような規模で波及するのであろ

うか。この間題を考察するためには,前節で産業

別の波及源泉を区別することなしに一括して求め

たViを源泉別に分解し,また同じように産業別

の波及先を区別することなしに一括して求めた

viを行先別に分解すればよい。

第3表は付力山西値の産業別波及源泉を計算した

もので　A・M-S産業のViをそれぞれ100と

第3表　付加価値の産業別波及源泉(渇)

し,そのうちなん%が』・M・ S産業の最終需要

に起因するかを示す。

研　　　究 Vol. 16　No. 4

まず全部の国について平均値を求めると, A産

業において形成される付加価値は50数%がA産

業に　40^がM産業に起因しているo S産業から

の寄与は数%である。次に〝産業の付加価値は圧

倒的に90%近くを自分の産業に仰ぎ　A・S産

業からの影響による部分はわずかである。最後に

S産業は85%近くを自分の産業から受取り, M

産業から15%ほどを受取る。 』産業からの影響

はきわめて小さい。

AおよびS産業が著しくM産業の最終需要に依

存し,他方〟産業は比較的に自己充足的であるこ

とが,平均的にみられるきわ立った特徴である。

以上の傾向は国々の平均的な関係であるが,資

料の制約上先進国の数が多いためにそれらの国々

の傾向によって左右されることが多い。そこで第

3表を些細に観察すると,経済発展の程度に応じ

て若干の相違がみられるo (第3表の国々は1人

当り所得水準の順序に並べられている。)

この点をいっそう立入って考察するために,ま

ずわれわれの用いている20個の産業連関表から,

人口1人当り所得とA-M・Sの人口1人当り付

加価値との関係について次の回帰式を推定した。

(いずれも為替レ-ト換算による当期ドノレで表示

される。)標本数の不足と標本の先進国へのかたよ

りのために,結果は必ずしも一般的ではないが,

産業連関分析の結果との斉合性のためにこれを用

いる。　　M・S産業の弾力性の二相対的な大きさ

は納得のいくものセあろう。2)

log 4-0.0875+0.6383 log Y　　書2-0.4547

(0.1595)

log M---0.9049十1.1550 log Y i?2-0.9300
(0.0745)

log S--0.3104+1.0003 log Y　雇:-0.965S
(0.0445)

ここでYは人口1人当り所得　A-M'Sは各産業

2)国民所得統計により1958年の58ヵ国について

次の回帰式がえられる。

log 4-0.7965+0.4164 log Y i?2-0.6182
(0.0431)

log M--1.4637+1.3506 log Y i?z-0.9612
(0.0359)

log S--0.5723十1.0882 log Y R2-0.9772
(0.0220)

塩野谷祐一「産業構成論」 (宮沢健一編『産業構還分
析入門』有斐閣,近刊)
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の人口1人当り付加価値を表わす。

次に,各産業の人口1人当り付加価値を第3表

によって3つの産業別波及源泉に分解し,これら

と1人当り所得との回帰関係を求めると次のよう

である。

log J.a-0.6352+0.3559 log Y
(0.1418)

log 4m--1.1370+0.9514 log Y
(0.1499)

log Mm-一1.3285+1.2876 log 7

(0.0838)

log Ma--2.4656+1.3111 log F
(0.2497)

log Sm--1.5450+1.1391 log Y
(0.1105)

log Ss--0.3404+0.9804 log Y
(0.0545) I

肩2=0.2181

iJ2=0.5733

A52=0.9253

iJ2=0.5831

J?2=0.8469

R2=0.9443

記号Amは〟産業によって誘発されたA産業の1

人当り付加価値である。他の記号も同様である。

A,,Ma,Saは規模も小さく,比率も国々のあいだ

で安定的であるので計算から除いた。

以上の2群の回帰式の弾力性を比較してみると,

まずA産業全体の弾力性よりもAaの弾力性は小

さく, Amの弾力性は大きい。すなわち,所得水

準の上昇につれて, A産業の付加価値源泉はAか

らMへ大きく移動する。 M産業およびS産業の汝

泉についても, Mからの比率が若干上昇するとい

う変化があるが,それほど大きいものではない。

これらの傾向は第3表からも確認されるであろう。
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1人当り所得が100ドルと1,000ドルの水準に

おいて,付加価値波及の典型的なパタ-ンがどの

ように異なっているかをみるために,上記の2群

の回帰式から付加価値の産業別波及を推定したも

のが第4表である。第4表の波及源泉別パーセン

トをみると,もっとも大きな変化はA産業の源泉

について起こっており100ドルの水準ではA産業

がA産業に依存する比率は75%であるが1,000

ドルになると47%に低下し,逆に∬産業に依存

する比率が20%から48%に増大する。 〟産業の

源泉の型にはほとんど差はない。 S産業は若干M

産業に依存する比率を高める。

第5表は,こんどは付加l酎直の産業別波及先を

各国について計算したものである。まず平均的な

傾向をみると, 』産業は全産業にたいして影響す

る付加価値のうち84%を自己の部門に向け,の

こりをほぼ均等にMとSに向ける。 M産業は68

%を自己の部門に向け,のこりを均分にAとSに

向ける。 S産業は圧倒的に90%以上を自己の部

門に集中する。のこりは此較的に〟に多く向かう。

ここではAとSが付加価値を自己の部門に集中す

るのにたいし, 〟部門が他の部門に比較的多く波

及させるという対照がみられる。

以上はすべての国の単純な平均であるが,上掲

の第4表のなかに100ドルと1,000ドルの所ね水

準における波及先のパ--i;ントの変化が計算され

ている。 』産業は所得の上昇につれて, 〟および

第4表　付力雨酎直の産業別波及(1人当りドノレ表示)

1,000ドルの水準　　　　　　　　　　　　　　　　　　100ドルの水準

A M:　　　S　　　　　計(Vt)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計( 1㌔)

一終

49. 5[74]　61. 2[11]　5. 3[1コ

(47)　　　(48)　　　　(6 )
潔・

7.6[11]　343.9[72]　29.5[6]
(2)　　　　　　　　　　(8)

井

10.3L.15]　78.9[17]　423.8[93]

106. 0[ll]

(100)

381. 0[38]

(100

513. oren

(2)　　　蝣(IS;　　　(83)　　　(100)

67.4[iOO] 474.0[100] 458.6[100] 1,000.0[100]

(7)　　　(47)　　　(46)　　　(100)

斗

18. 8[93]　　4. 9[16]　1. 3[3]　　　25. 0[25]

(75)　　　(20)　　　(5)　　　(100)
*蝣

0. 5[2]　22. 7[68]　1. 8[4]　　　25. 0[25]

(2)　　　(91)　　　(?)　　　(100)
-X-

l. ors]　　5. 6[17]　43. 4[93]　　60. 0[60]

(2)　　　(ll)　　　(87)　　　(100)

20.3[100]　33.2[100]　46.5[100]　100.0[100]

(20)　　(33)　　(47)　　　(100)

( )内の数字は波及源泉別パーセンTl.

[ ]内の数字は波及先別パ-センto

* ( )内のパ-セントをあらかじめ仮定して求め,伯の数字は回帰式からの推定値が合計してVtの推定値に等しくな

るように調整して求めた。
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第5表　付加価値の産業別波及先　(潔)

Sにたいする波及の程度を高め, A自身への波及

は90%台から70%台に下がる。 M産業はAへの

波及を減じ, Mへの波及を増大する。 S産業の波

及の型にはほとんど変化はない。これらは主とし

て各産業の投入構造の変化によるものである。農

業は経済発展とともに,肥料その他のインプット

の比率を増加し,商業化の程度を高めていく。製

造工業は農産物に依存する食料・繊維の生産から,

製造工業産の原料に依存する重化学工業産の生産

へと移行する。さらに∬産業の〟-の依存度の上

昇は製造工業品の輸入から国内生産への代替によ

っても促進される.サービス産業には他の部門と

の関係でこのような大きな投入構造の変化はみら

れないといってよい。

前節でのべたように,また第4表の典型的な塑

からも明らかなように, AおよびS産業は全体と

して付加価値の受取超過であり, ∬産業は支払超

過である。いまこれを個々の産業間の関係につい

でみると, A対MはつねにMの支払超過であり,

S対MもつねにMの支払超過である。 Mの支払超

過の程度はAにたいするよりもSにたいする方が

次第に増加していくようであるo A対Sの関係は

Sの支払超過であるが,これは全付加価値におけ

研　　　究 Vol. 16　No. 4

る規模としてはきわめて小さい。

従来の国民所得統計による成長パタ-ンの研究

によれば,所得水準の上昇につれて,付加価値構

成比でみて, Aの比重は低下し, Mの比重は上昇

し, Sの比重はごくわずか上昇するということで

あった。もちろん,このような変化は最終需要構

成の変化によって誘導されるが,同時に産業間の

付加価値波及にも依存している。 M産業はつねに

支払超過であり,しかもAおよびS産業の付加価

値が〟に依存する度合を高めていくという関係か

らみて,急速に成長する〟産業からの波及効果が

なかったならば,付加価値構成比におけるAの比

重はもっと急速に低下したであろうし, Sの比重

はもっとゆるやかにしか増加しなかったであろう。

4　付加価値の最終需要別波及

次に,産業別の付加価値はどのような最終需要

項目からどのような規模で波及をうけるであろう

か。また特定の最終需要項目は産業別にどのよう

な付加価値の波及をもたらすであろうか。ここで

は最終需要項目として消費(個人および政府),撹

質(個人および政府),および輸出の3つを区別す

る。波及源泉を求めるには前記の(4)式,波及先

を求めるには(6)式を用いるが,前の場合に一括

されていた最終需要Yiを3つの項目に分解して

別々に計算すればよい。

第6表はA -M・S産業の付カ所酎直をそれぞれ

100とした場合に,それぞれが消費・投資・輸

出によってなん%ずつ形成されたかを計算したも

のである。国々の問のバラツキはきわめて大きい。

これは輸出の規模および構成の相違によるもので

あり,しかもこれらは所得水準と明確な関係はな

いO　同じ先進国でもニュ-ジ←ランドでは農業の

付加価値の67.8　は輸出によって形成されてい

るが,イギリスではその値は4.5　である。そこ

で輸出を除外した付加価値を100として,消費と

投資とによって説明される割合を求めると,各産

業において国際的にきわめて安定した数字がえら

れる0第6表の最後の行に掲げたように,平均的

にみて, A産業では消費・投資に依存する割合はそ
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第6表　付加価値の最終需要別源泉　(潔)

れぞれ約95.　　であり, 〟産業では60.　40

%であり, S産業では90.  10　である。

所得水準の相違による型の変化を考察するため

に,各産業の人口1人当り付加価値を,消費・投

資・輸出にもとづく部分に分解し,これらと1人

当り所得との回帰関係を求めると,次のようであ

る。

Iog 4c-0.3368+0.5121 log Y i?2-0.4679
(0.0395)

log Mc--1.4225+1.2181 log Y iJ2-0.8964
(0.0973)

蝣Mi--1.5071十1.1899 log Y i22-0.9142

(0.0857)

log Sc--0.3750+0.9851 log Y　雇2-0.9S21
(0.OS20)

log Si--1.5373+1.0356 log Y iJ2-0.7853

(0ユ267)

記号はたとえばMcは消費によって形成されるM

産業の1人当り付加価値, Miは投資によって形

成される〟産業の1人当り付加価値を表わす。そ

の他も同様である。各部門の輸出による付加価値,

およびA部門の投資による付加価値についてはあ

てはまりが良好でないので除いた。

この回帰式と前節に示した各産業の全付加価値

の回帰式とをくらべると,所得水準の上昇につれ

てA産業では消費にもとづく付加価値の比重は若
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干低下するようである。M産業ではMcおよびMi

のyにかんする弾力性はほとんど差はなく,∬全

体の弾力性とも差はない。したがって,M産業の

付加価値のうち消費,投資,および輸出に依存す

る割合は所得水準の差にかかわりなくほぼ不変で

ある3)O
。"CおよびSiの弾力性についても同じこ
とがいえる。

次に第7表は消費・投資・輸出がびき起こす付

加価値をそれぞれ100とし,その波及先の産業別

比率を求めたものである。傾向の明瞭なのは消費

と投資である。消費の生みだす付加価値のうち,

A産業の比重は所得水準の上昇とともに低下し,

MおよびS産業の比重は増大する。Sの増大の程

度はきわめて小さい。投資についての各産業の比

重は,所得水準の差にもかかわらず比較的安定し

ており,AはS%,Mは70;は25%堪度を

占める。消費や輸出とちがって,投資の需要パタ

-ンには大きな相違はありえないからである。も

ちろん,所得水準の上昇とともにMの占める此率

は,投資財の輸入から国内生産への代替によって

増大すると考えなければならないし,事実第7表

はその傾向を示している。輸出による付加価値は

第7表付加価値の最終需要別波及先(%)

3)この点からも筆者のホフマン法則批判は裏付け
られるであろう。塩野谷祐一「工業化の二部門パター

ン-ホフマン法則の批判」 (山田雄三博幸記念論文
集『経済成長と産業構造』春秋社,昭和40年)
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輸出構成の相違を反映して,各国で大きな相違を

もっているO　しかし,基本的な傾向としては,自

然資源に恵まれていたり,貴産物への過度の特化

をしていないかぎり,輸出による付加価値の波及

先は所得水準の上昇とともにA産業からM産業に

移動するであろう。

前節と同じ仕方で100ドルと1,000ドルの所得

水準について上記の回帰式から最終需要別波及を

計算したのが第8表であるO輸出のもつエラティ

ックな影響のため,また最終需要に占める消費・投

資・輸出の比率は所得水準と明確な関係をもたな

いために,波及の全貌を確定することには意味は

ない。しかし, MおよびS産業の波及源泉の比率

の安定性,および消費の波及先比率の大きな変化

の型は確認できると思われる。

全付加価値形成に及ぼす消費の支配的な影響か

らみて,付加価値構成比によってみた産業構造の

変化のパターンは基本的には消費パターンの動向

によって左右されることがわかる。投資はこのパ

ターンをさらに〟産業の方向に加重し,輸出はし

ばしばェラティックな影響を及ぼす。しかし,こ
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の基本的な消費パタ-ンの役割はけっして最終需

要パターンによる直接的効果だけではない。むし

ろ重要なのは産業間の相互依存関係を通ずる間接

的影響である。付加価値でとらえた産業的パター

ンの背後には,とくに〝産業が付加価値にかんし

て支払超過であって,それ自身は自己充足的であ

り,他部門を誘導し牽引するという関係が働いて

いる。 M産業がAおよびS産業を支持する関係は,

主として, ∬産業のうち』産業に依存する食料・

繊維を通じてであり,またS産業のうちM産業に

インプットを提供する動力・運輸・商業部門を通

じてである。これらの関係の立入った分析のため

には,産業部門をさらに細かく分割することが必

要である。ここでは3部門分割による従来の成長

パタ-ンの分析に範囲を限定したのであるが,付

加価値タームにあらわれた成長パターンの基礎に

ある関係を有機的につかみ,経済成長における〟

産業の主導的役割を評価するためには,産業間の

内部的交流を総括的に考察することがきわめて重

要であることは示されたであろう。

第8衷　付加価値の最終需要別波及(1人当りドル表示)

1,000ドノレの水準　　　　　　　　　　　　　　　　　100ドノレの水準

消　費　　投　資　　輸　出　　計(Vi)　　　消　費　　投　資　　　輸　出　　計(Vi)

A

班

S

計

74. 7[12]

(71)

170. 5[27]
(45)

380. 5[61]

(74)

625. 7[100]
63

†　　106. 0[l】]
100

*

95. 6　　881. 0[38]

(30)　　(25)　(100)
*

謁1　誓ら子　守壬36冒[51]

†　　　　†　l, 000. 0[100]

(100)

23. 0[32]

(92)

10. 3[14]
41

39. 4[54]

(79

72. 7日00]
73

7.5　　　　　　7.2

(30)　　　(29)

3.4

(V)　　　(14)

†　　　　　†

( )内の数字は波及液泉別パーセント。

[ ]内の数字は波及先別パーセントO

*　他の数字を回帰式から推定し, Viからの残差として求めた。

†　有効な回帰式がないため,推定せずo

25. 0[25]

(100)

25. 0[25]
100

50. 0[50]
100

100. 0[100]
100


